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食事バランスガイドの認知レベルの経時変化と人口統計学的特徴

および健康特性との関連
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目的 本研究は，食事バランスガイドを認知していない者の人口統計学的特徴および健康特性を明

らかとすることを目的とした。

方法 社会調査会社の登録モニター1,012人（40.2±SD10.0歳）を対象とした。2007年11月（T1），

2008年12月（T2）の計 2回，インターネットを用いた質問調査を縦断的に実施した。調査項
目は，食事バランスガイドの認知レベル（内容を知っている，聞いたことがある，聞いたこと

がない），人口統計学的要因（年齢，結婚の有無，教育歴，職業の有無，世帯収入，独り暮ら

しの有無），健康特性要因（肥満，内臓脂肪蓄積，不十分な身体活動）であった。T1における
食事バランスガイドの認知レベルと，人口統計学的要因および健康特性要因との関連について

は，食事バランスガイドの認知（内容を知っている，聞いたことがある）を従属変数，両要因

を独立変数とした多項ロジスティック回帰分析にて検討した。食事バランスガイドの認知レベ

ルの経時変化（T1�T2）と各要因との関連性については，x2検定を行った。解析は男女別に

行った。

結果 変数間の影響を調整した結果，男性では，世帯収入500～1,000万円未満であること（OR＝

1.78, 95CI＝1.10�2.88）が「聞いたことがある」に正の影響を示した。女性では，未婚であ
ることが「内容を知っている」（OR＝0.35, 95CI＝0.17�0.70）および「聞いたことがある」
（OR＝0.50, 95CI＝0.27�0.92）に負の影響を示した。T1からT2にかけて，男性の認知レベ
ルは向上していた。「聞いたことがない」（T1）という認知レベルの経時変化と最終学歴（P＝

0.023）との間に有意な関連性が認められた。女性では，認知レベルに有意な経時変化は認め
られなかった。「聞いたことがある」（T1）という認知レベルの経時変化と世帯収入が関連し
ていた（P＜0.001）。男女ともに認知レベルの経時変化と健康特性との間には有意な関連は認
められなかった。

結論 肥満や身体活動の不足といった健康へのリスク要因を有している集団において，食事バラン

スガイドの認知は進んでいた。今後の食事バランスガイドの普及ターゲットとして，低学歴の

男性，未婚の女性，高所得の女性が示された。

Key words健康施策，食事バランスガイド，食情報，認知，縦断調査

 緒 言

我が国では，国民一人一人の主体的な健康づくり

を推進するため，2000年より「21世紀における国民
健康づくり運動（健康日本21）」1)が開始された。そ
の重点分野である栄養・食生活では，肥満者の減少

と，食生活に関する知識・態度・行動の向上を目標

としている。しかし，2005年に行われた健康日本21
の中間報告2)によると，食生活に関する知識・態

度・行動は改善がなく，肥満者の割合は，女性にお

いては減少傾向にあるものの，男性では増加を示し

ていた。

2005年に厚生労働省と農林水産省が策定した「食
事バランスガイド」3)は，食生活指針の内容を具体

的な行動に結び付けるためのツールとして，食事の

望ましい組み合わせや，おおよその量をわかりやす

くイラストで示したものである。健康日本21の中間
報告2)を受け，健康や食生活に無関心な層も含めて
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食生活の改善を促すための食事バランスガイドの普

及活動が，農林水産省を中心として行われてきた。

我が国では，肥満者を減少することが健康課題の 1
つである。そのためには，肥満や運動不足などの健

康リスクを抱えた集団に対して，食事バランスガイ

ドを普及することが重要である。

食事バランスガイドの普及は，農林水産省による

食育関連事業として，地域キャンペーンや食品関連

産業界と連携した活発な活動が取り組まれてき

た4)。無作為抽出による先行調査によれば，食事バ

ランスガイドの認知度（「内容を含めて知っている」

または「名前程度は聞いたことがある」）は2006年

26.04)，2009年70.35)であり，食事バランスガイ

ドの普及は進んでいると言える。また，若年層ほど

認知度が低く，男性よりも女性で認知度が高い傾向

にあることが示されている5)。しかし，肥満や運動

不足などのリスクを抱えている集団においても，食

事バランスガイドが認知されているか否かは検討さ

れていない。

食事バランスガイドは，国民全体の健康増進を目

的に普及を進めているため，肥満や運動不足といっ

たリスクを抱える集団において，その普及が進んで

いるかを明らかとする必要がある。さらに，食事バ

ランスガイドの認知度には性によって大きな差異が

存在しているため5)，食事バランスガイドの普及強

化のターゲットとなる集団を検討する際には，性差

を考慮すべきであろう。これらを検討することで，

今後，食事バランスガイドによる健康増進を効果的

に推進していく上での有益な知見を得ることができ

る可能性がある。

そこで，本研究は，食事バランスガイドの認知レ

ベルを性別に縦断調査し，食事バランスガイドを認

知していない者の特徴を人口統計学的要因および健

康特性から明らかとすることを目的とした。

 研 究 方 法

. データ収集と対象者

本研究は，縦断研究である。既存の社会調査会社

（以下 A社）の登録モニターを対象としたインター
ネット調査を，2007年11月（T1）と2008年12月
（T2）の計 2回実施した。

T1において，A社は自社の登録モニターの中か
ら，性別と年齢階層（20歳代，30歳代，40歳代，50
歳以上）が均等になるように層化した上で対象者を

抽出した。目標対象者数を1,700人と設定し，約26
万人の調査モニターの中から無作為に5,667人を抽
出し，調査協力依頼と回答Web画面のリンクが記
された電子メールを対象者に送付した。そのうち，

1,726人がインターネット調査に回答した。T2では，
T1で回答が得られた1,726人のうち60歳以上の者を
除く1,580人に対して，1年後の追跡調査に回答す
る依頼メールを A社が送付し，1,167人（73.9）
から回答が得られた。本研究では，T1と T2の両
調査に回答した1,167人のうち，腹囲がわからない
と回答した104人と，回答に欠損が認められた51人
を除き，1,012人を解析対象とした。

A社のモニターは，公募型で登録された調査専用
モニターであり，2007年 7月現在，総モニター数は
約26万人である。また，6か月に 1度，モニター登
録の情報更新を行っている。

本研究は，早稲田大学スポーツ科学学術院内にお

ける研究倫理審査委員会の承認（承認番号08�065）
を得て実施された（2009年 2月 2日承認）。個人情
報に関しては，登録モニターと A社との間で契約
されており，回答者のプライバシーは完全に保護さ

れている。

. 調査内容

1) 食事バランスガイドの認知レベル

食事バランスガイドの認知レベルについては，平

成16年国民健康栄養調査6)で用いられている教示文

と選択肢の形式に基づき，「内容を知っている」，

「聞いたことはあるが内容は知らない」，「聞いたこ

とがない」，または「今回の調査で初めて知った」

の 4つの選択肢の中から，最もあてはまるもの 1つ
を回答するように求めた。「聞いたことはあるが内

容は知らない」と回答した者を「聞いたことがあ

る」，「聞いたことがない」または「今回の調査で初

めて知った」と回答した者を「聞いたことがない」

と判別し，対象者を「内容を知っている」，「聞いた

ことがある」，「聞いたことがない」の 3群の認知レ
ベルに分類した。対象者へのキャンペーン暴露がキ

ャンペーン効果測定の第一段階であるため7)，本研

究は先行調査5)と同様に，食事バランスガイドの普

及効果を認知によって判断した。すなわち，食事バ

ランスガイドの認知は 2段階のレベルに分類し，
「内容を知っている」，「聞いたことがある」とした。

一方，「聞いたことがない」と回答した者を非認知

とした。

2) 人口統計学的要因

人口統計学的要因として，性別，年齢，結婚の有

無，教育歴（4年制大学以上卒業，短期大学・専門
学校卒業，高等学校・中学校卒業），職業の有無，

世帯収入，独り暮らしの有無を取り上げた。

3) 健康特性

健康特性として，BMI，腹囲，身体活動量を調
査した。
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表 対象者の特徴

本研究の対象者 成人全体a

n  

性別

女性 493 48.7 49.7
男性 519 51.3 50.3

年齢階層

20�29歳 227 22.4 22.7
30�39歳 279 27.6 26.8
40�49歳 309 30.5 22.9
50�59歳 197 19.5 27.6

BMI（kg/m2）

＜18.5 125 12.4 5.9
18.5～24.9 699 69.1 69.4
≧25.0 188 18.6 24.7

結婚の有無

既婚 659 64.5 60.7
未婚 362 35.5 39.3

最終学歴

高等学校・中学校 263 26.0 61.5
短期大学・専門学校 252 24.9 8.7
4年制大学以上 497 49.1 29.9

職業の有無

フルタイムの仕事なし 390 38.5 35.2
有職者（フルタイム） 622 61.5 64.8

世帯収入

500万円未満 415 41.0 43.0
500～1,000万円未満 455 45.0 41.5
1,000万円以上 142 14.0 15.5

a 性別，年齢階層，配偶者の有無，職業の有無2005
年国勢調査

BMI平成16年国民健康・栄養調査
教育暦2000年国勢調査
世帯収入2006年国民生活基礎調査
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BMIは身長および体重（回答者の自己報告）か
ら算出し，BMI≧25.0を「肥満」と判定した。腹囲
は，「あなたの腹囲（おへそ周り）は，以下の基準

に当てはまりますか。（基準8)男性 85 cm以上，
女性 90 cm以上）」という設問に対して，「当ては
まる」，「当てはまらない」，「わからない」という回

答を設定した。「当てはまる」と回答した者を「内

臓脂肪蓄積者」と判別し，「わからない」と回答し

た者（n＝104）は分析から除外した。
身体活動量は，International Physical Activity

Questionnaire Short Version（IPAQ-SV)9)の日本語
版10)を用いて推定し，健康づくりのための運動指針

2006（エクササイズガイド2006)11)で新たに導入さ

れた身体活動量の単位である，エクササイズ（Ex）
値（METs・時/週）を算出した。IPAQ-SVは，高
強度の身体活動，中等度の強度の身体活動，および

歩行の観点から，平均的な 1週間の身体活動量を自
己報告により測定するものであり，先行研究で日本

語版の妥当性と信頼性が検討されている。エクササ

イズ値は，先行研究9,10)で提示されている基準値に

従って，歩行に関しては 3.3 METs，中等度の強度
の身体活動に関しては 4 METs，高強度の身体活動
に関しては 8 METsとし，週当たりの合計時間にこ
れらの値をかけあわせて算出した。エクササイズガ

イド2006では，週に23Ex（METs・時/週）以上の
身体活動の実施が推奨されている。本研究では，

23Ex/週を基準として，身体活動量を 2群に分類
した。

. 解析

本研究の対象者の集団特性を明らかとするため

に，人口統計学的要因は，2005年国勢調査（性別，
年齢，婚姻状況，職業の有無)12)，2000年国勢調査
（最終学歴)13)，2006年国民生活基礎調査（世帯収
入)14)，BMIは平成16年国民健康栄養調査6)におけ

る20�59歳のデータとの比較を行った。

T1における食事バランスガイドの認知レベル
と，人口統計学的要因および健康特性との関連につ

いては，男女別に単変量解析として x2検定を行っ

た後，変数間の影響を調整した上で関連要因を検討

するために，多変量解析として，「聞いたことがな

い」を基準カテゴリとした，多項ロジスティック回

帰分析を行った。食事バランスガイドの認知レベル

を従属変数，その他の変数を独立変数とした。男女

別の食事バランスガイドの認知レベルの経時変化

（T1�T2）に関連する人口統計学的要因および健康
特性については，x2検定にて検討した。有意水準

は 5未満とし，統計解析は SPSS15.0 for Windows
を用いた。

 研 究 結 果

. 対象者の特徴

対象者の平均年齢±標準偏差は，男性39.3±9.9
歳，女性39.1±10.1歳であった。年齢の最小値は21
歳，最大値は59歳であった。対象者の約 6割が既婚
者および有職者であった。約半数近くの者が，4年
制大学以上の学歴であり，8割以上の者が年収
1,000万円未満であった。我が国の成人全体と比較
して，分布に10以上の偏りが認められた変数は
最終学歴であった。本研究対象者の集団特性とし

て，最終学歴が高等学校・中学校卒業である者が少

なく，4年制大学以上卒業の者が多いことが示され
た（表 1）。
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表 食事バランスガイドの認知レベル

T2

男性（n＝519) 女性（n＝493)

内容を知
っている
（n＝94)

聞いたこ
とがある
（n＝160)

聞いたこ
とがない
（n＝265)

内容を知
っている
（n＝198)

聞いたこ
とがある
（n＝159)

聞いたこ
とがない
（n＝136)

n  n  n  n  n  n 

T1
内容を知っている 37 61.7 20 33.3 3 5.0 125 82.2 25 16.4 2 1.3
聞いたことがある 33 21.4 69 44.8 52 33.8 57 27.9 104 51.0 43 21.1
聞いたことがない 24 7.9 71 23.3 210 68.9 16 11.7 30 21.9 91 66.4

951第58巻 日本公衛誌 第11号2011年11月15日

. 食事バランスガイドの認知レベルの経時変化

T1における男性の食事バランスガイドの認知度
は41.2（「内容を知っている」11.6，「聞いた
ことがある」29.7）であった。T1で食事バラン
スガイドを認知していた214人の中で，25.7（55
人）が T2で食事バランスガイドを認知していなか
った。T1で「内容を知っている」と回答した60人
において，T2で「聞いたことがない」と回答した
者は5.0であった。一方，T1で「聞いたことがあ
る」と回答した154人の33.8が，T2で「聞いたこ
とがない」と回答していた（表 2）。
女性の食事バランスガイドの認知度は72.2

（「内容を知っている」30.8，「聞いたことがあ
る」41.4）であった。認知者356人の中で，

12.6（45人）が T2で認知していなかった。T1
で「内容を知っている」と回答した152人において，

T2で「聞いたことがない」と回答した者は1.3で
あった。一方，T1で「聞いたことがある」と回答
した204人の21.1が，T2で「聞いたことがない」
と回答していた（表 2）。
. 食事バランスガイドの認知レベルと人口統計

学的要因および健康特性との関連

単変量解析（x2検定）により，T1における食事
バランスガイドの認知レベルと関連のある人口統計

学的要因は，男性では世帯収入（x2＝11.0, P＝

0.027），女性では結婚の有無（x2＝9.4, P＝0.009）
であった。食事バランスガイドの認知レベルと健康

特性には，関連は認められなかった。（表 3）
次に，多変量解析（多項ロジスティック回帰分析）

によって，変数間の影響を調整し，認知レベルの

「内容を知っている」および「聞いたことがある」

に関連する要因を検討した（表4）。男性について
は，「内容を知っている」と関連している要因は認

められず，世帯収入500～1,000万円未満であること
が「聞いたことがある」に正の影響を示した（OR
＝1.78, 95CI＝1.10�2.88）。女性については，未

婚であることが「内容を知っている」（OR＝0.35,
95CI＝0.17�0.70）および「聞いたことがある」
（OR＝0.50, 95CI＝0.27�0.92）に負の影響を示し
た。また，有職者であること（OR＝2.00, 95CI
＝ 1.14�3.51）と BMI≧ 25.0 kg /m2であること

（OR＝3.69, 95CI＝1.33�10.2）が，女性において
「内容を知っている」に正の影響を示した。

. 食事バランスガイドの認知レベルの経時変化

と人口統計学的要因および健康特性との関連

男性では，T1から T2にかけて認知（内容を知
っている，聞いたことがある）は向上していた

（T141.2，T248.9）。認知レベルの経時変
化と人口統計学的要因および健康特性との関連を検

討した結果，T1で「聞いたことがない」と回答し
た者の認知レベルの経時変化において，最終学歴

（x2＝11.3, P＝0.023）との関連が認められた。認知
レベルが向上した者（「聞いたことがない」→「聞

いたことがある」または「内容を知っている」）は，

最終学歴が高等学校卒業以下で26.9，短期大学・
専門学校で45.7，4年制大学以上で30.2であっ
た。一方，健康特性との関連は認められなかった。

（表 5）
女性では，認知（内容を知っている，聞いたこと

がある）に変化は認められなかった（T172.2，

T272.5）。T1で「聞いたことがある」と回答
した者の認知レベルの経時変化において，世帯収入

（x2＝22.8,P＜0.001）との関連が認められた。認知
レベルが向上した者（「聞いたことがある」→「内

容を知っている」）は，世帯収入500万円未満で

33.0，500～1,000万円未満で23.2，1,000万円以
上で28.6であった。一方，認知レベルが低下した
者（「聞いたことある」→「聞いたことがない」）は，

世帯収入500万円未満で15.9，500～1,000万円未
満で17.9，1,000万円以上で57.1であった。認知
レベルの経時変化と健康特性との関連は認められな

かった。（表 6）
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表 食事バランスガイドの認知レベルと人口統計学的要因および健康特性との関連（T1）単変量解析

男性（n＝519) 女性（n＝493)

内容を知
っている

聞いたこ
とがある

聞いたこ
とがない P値

内容を知
っている

聞いたこ
とがある

聞いたこ
とがない P値

n  n  n  n  n  n 

全体 60 11.6 154 29.7 305 58.8 152 30.8 204 41.4 137 27.8
年齢階層 0.200 0.438

20�29歳 17 14.5 26 22.2 74 63.2 32 29.1 44 40.0 34 30.9
30�39歳 20 14.2 42 29.8 79 56.0 41 29.7 56 40.6 41 29.7
40�49歳 16 9.8 57 34.8 91 55.5 40 27.6 63 43.4 42 29
50�59歳 7 7.2 29 29.9 61 62.9 39 39.0 41 41.0 20 20.0

結婚の有無 0.501 0.009
既婚 33 11.3 93 31.7 167 57.0 119 33.3 152 42.6 86 24.1
未婚 27 11.9 61 27.0 138 61.1 33 24.3 52 38.2 51 37.5

最終学歴 0.584 0.126
高等学校・中学校 10 8.0 37 29.6 78 62.4 36 26.1 57 41.3 45 32.6
短期大学・専門学校 6 10.7 15 26.8 35 62.5 64 32.7 89 45.4 43 21.9
4年制大学以上 44 13.0 102 30.2 192 56.8 52 32.7 58 36.5 49 30.8

職業の有無 0.260 0.352
フルタイムの仕事なし 6 9.5 14 22.2 43 68.3 94 28.7 138 42.2 95 29.1
有職者（フルタイム) 54 11.8 140 30.7 262 57.5 58 34.9 66 39.8 42 25.3

世帯収入 0.027 0.937
500万円未満 24 11.5 47 22.5 138 66.0 61 29.6 88 42.7 57 27.7
500～1,000万円未満 29 12.9 79 35.1 117 52.0 71 30.9 95 41.3 64 27.8
1,000万円以上 7 8.2 28 32.9 50 58.8 20 35.1 21 36.8 16 28.1

独居 0.321 0.370
なし 46 11.0 130 31.1 242 57.9 143 31.2 192 41.8 124 27.0
あり 14 13.9 24 23.8 63 62.4 9 26.5 12 35.3 13 38.2

BMI（kg/m2) 0.846 0.053
＜25.0 45 12.0 112 29.9 218 58.1 132 29.4 187 41.6 130 29
25.0 15 10.4 42 29.2 87 60.4 20 45.5 17 38.6 7 15.9

腹囲（cm) 0.121 0.850
＜男性85，女性90 46 13.5 102 30.0 192 56.5 143 31.2 189 41.2 127 27.7
男性85，女性90 14 7.8 52 29.1 113 63.1 9 26.5 15 44.1 10 29.4

身体活動量 0.326 0.698
23 METs・時/週未満 39 11.3 96 27.7 211 61.0 104 29.8 148 42.4 97 27.8
23 METs・時/週以上 21 12.1 58 33.5 94 54.3 48 33.3 56 38.9 40 27.8

P値x2検定
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 考 察

食事バランスガイドは，国民が健康的な食事を摂

取できるように，具体的な食事量をイラストで示し

たものである。そのイラストで示された食事量は疾

病リスクの減少と関連があることが報告されてお

り15)，我が国の健康増進に有用なツールである。し

かし，食事バランスガイドがどのような集団に認知

され，また，認知されていないのかは明らかとなっ

ていない。本研究の目的は，食事バランスガイドの

認知レベルを縦断的に調査することで，食事バラン

スガイドを認知していない者の特徴を人口統計学的

要因および健康特性から明らかとすることである。

本研究によって，男性の食事バランスガイドの認

知に関連する要因として，「聞いたことがある」と

いう認知レベルにおいては，世帯収入500～1,000万
円であることが好影響を与えていた。これにより，

世帯収入が500万円以下の低所得者は，世帯収入が

500～1,000万円の中所得者よりも食事バランスガイ
ドを認知していないことが示された。本研究では，

男性の認知度が T1（2007年）から T2（2008年）に
かけて有意に向上していたが，世帯収入の程度に認

知レベルの有意な経時変化は認められなかった。以

上の結果から，2007年時点では低所得者は中所得者
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表 食事バランスガイドの認知レベルと人口統計学的要因および健康リスク要因との関連（T1）多変量解析

男性（n＝519) 女性（n＝493)

内容を知っている
（n＝60)

聞いたことがある
（n＝154)

内容を知っている
（n＝152)

聞いたことがある
（n＝204)

OR 95CI OR 95CI OR 95CI OR 95CI

年齢階層

20�29歳 1(ref) 1(ref) 1(ref) 1(ref)

30�39歳 0.85 0.37�1.92 1.35 0.70�2.60 0.68 0.33�1.43 0.70 0.35�1.38
40�49歳 0.58 0.24�1.42 1.60 0.83�3.10 0.67 0.32�1.43 0.80 0.40�1.58
50�59歳 0.39 0.13�1.15 1.19 0.57�2.48 1.46 0.64�3.36 1.17 0.54�2.57

結婚の有無

既婚 1(ref) 1(ref) 1(ref) 1(ref)
未婚 0.73 0.32�1.64 1.11 0.64�1.92 0.35 0.17�0.70** 0.50 0.27�0.92*

最終学歴

高等学校・中学校 1(ref) 1(ref) 1(ref) 1(ref)
短期大学・専門学校 1.30 0.43�3.93 0.91 0.43�1.90 1.81 0.98�3.35 1.66 0.95�2.89
4年制大学以上 1.88 0.88�4.04 1.06 0.65�1.72 1.36 0.70�2.62 1.02 0.56�1.86

職業の有無

フルタイムの仕事なし 1(ref) 1(ref) 1(ref) 1(ref)
有職者（フルタイム) 1.65 0.60�4.52 1.27 0.61�2.61 2.00 1.14�3.51* 1.42 0.84�2.41

世帯収入

500万円未満 1(ref) 1(ref) 1(ref) 1(ref)
500～1,000万円未満 1.35 070�2.62 1.78 1.10�2.88* 0.79 0.45�1.39 0.79 0.47�1.33
1,000万円以上 0.85 0.31�2.29 1.48 0.78�2.81 0.73 0.31�1.72 0.63 0.28�1.43

独居

なし 1(ref) 1(ref) 1(ref) 1(ref)
あり 1.31 0.54�3.14 0.86 0.45�1.65 0.85 0.29�2.52 0.74 0.28�1.98

BMI（kg/m2)

＜25.0 1(ref) 1(ref) 1(ref) 1(ref)
25.0 1.42 0.62�3.28 0.89 0.52�1.53 3.69 1.33�10.2* 1.80 0.65�4.94

腹囲（cm)
＜男性85，女性90 1(ref) 1(ref) 1(ref) 1(ref)
男性85，女性90 0.46 0.20�1.05 0.91 0.54�1.51 0.41 0.14�1.19 0.73 0.29�1.85

身体活動量

23 METs・時/週未満 1(ref) 1(ref) 1(ref) 1(ref)

23 METs・時/週以上 1.19 0.65�2.18 1.34 0.88�2.04 1.07 0.63�1.81 0.92 0.56�1.50

多項ロジスティック回帰分析（参照グループ聞いたことがない)

年齢，配偶者の有無，最終学歴，職業の有無，世帯収入，独居の有無，BMI，腹囲，身体活動量で調整
* P＜0.05, ** P＜0.01
OR＝オッズ比，CI＝信頼区間，ref＝基準カテゴリー
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に比べて食事バランスガイドを認知していなかった

ものの，低所得者の認知度は2008年にかけて中所得
者と同等に向上したと考えられる。一方，2007年に
「聞いたことがない」という認知レベルの男性では，

低学歴者ほど2008年で認知レベルが向上しない者が
多かった。男性は，女性よりも健康志向が低いこと

や16)，健康情報の検索が少ない傾向にあること17)が

指摘されており，このような健康に対する意識の特

徴が，男性の認知レベルに関わっている可能性が考

えられる。男性の認知度は，本研究の調査期間で有

意に向上していたが，女性の認知度に比べればいま

だ不十分な普及状況であるため，今後も男性に対す

る食事バランスガイドの普及を継続していくことが

求められる。本研究の結果から，男性に対する普及

を促進していく上で，低学歴者をターゲットとした

普及強化を行う必要性が示された。このような集団

の認知レベルを高めるためには，職場における健康

保健事業を活発に行っていくことが有効であるかも
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注) 農林水産省．これまでの普及啓発の取組．
http: //www.ma�.go.jp / j / balance _ guide / b _ arc /
index.html（2010年 9月20日アクセス可能）
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しれない。

男性全体の認知度が2007年から2008年にかけて有
意に向上している中で，食事バランスガイドの認知

レベルおよび認知レベルの経時変化と健康特性

（BMI，腹囲，身体活動量）との間には有意な関連
は認められなかった。以上の結果から，肥満や身体

活動量の不足といった健康へのリスク要因を有して

いる集団においても食事バランスガイドの認知は進

んでいると考えられる。健康増進に必要なメッセー

ジや情報を適切な対象者に効果的に届ける戦略とし

てヘルスコミュニケーション技法があり18)，諸外国

では栄養・食生活分野における有用性が確認されて

いる19)。ヘルスコミュニケーションは，対象集団を

セグメント化（市場細分化）し，その集団の特徴を

明らかとした上で効果的なメッセージを作成するも

のである18)。農林水産省のホームページでは，これ

まで実施してきた食事バランスガイドの普及啓発キ

ャンペーンの取り組みを紹介している注)。その中に

は，男性をターゲットとした対策として，イメージ

キャラクターの起用やパンフレット開発などが実施

されている。ただし，本研究では，食事バランスガ

イドを認知した情報源について評価していない。そ

のため，我が国における食事バランスガイド普及の

取り組みのうち，とくにこれらのターゲットに絞っ

たキャンペーンの実施が，本研究における男性の認

知度向上に関連したかどうかについては明確にする

ことはできない。今後は，このようなターゲット対

策の効果を検証する必要があるだろう。

女性では，未婚者であることが食事バランスガイ

ドの認知レベルに負の影響を与えていた。女性の認

知度は男性に比べて高いものの，調査期間の 1年間
（2007�2008年）で有意な経時変化は認められず，未
婚者の認知レベルにおいても有意な経時変化は認め

られなかった。本研究の結果から，女性の未婚者は

既婚者に比べて，食事バランスガイドを認知してい

ないことが示唆された。非婚者は，既婚者に比べて

健康度が低く，その要因として，既婚者が配偶者の

ソーシャルサポートによって健康的な生活習慣を実

践していることがあげられる20)。そのため，女性の

未婚者の健康増進において，食事バランスガイドの

認知を高める必要性は高く，未婚の女性をターゲッ

トとした普及戦略が求められる。一方，女性が食事

バランスガイドの「内容を知っている」ことに影響

する要因として，有職者であることと，肥満者

（BMI≧25.0 kg/m2）であることが好影響を示して

いた。有職であることが食事バランスガイドの認知

に影響していたことは，女性においては，職場での

環境が食事バランスガイドの認知レベルを高める機

会となっている可能性が考えられる。また，わが国

の女性の肥満率が減少傾向にある中で2)，女性の肥

満者に食事バランスガイドの内容を知っている者が

多く存在した。本研究では，その因果関係を言及す

ることはできないが，今後は食事バランスガイドの

認知がおよぼす健康効果について検討していく必要

があるだろう。

本研究は，食事バランスガイドの普及効果を先行

調査5)と同様に，認知度によって評価した。認知度

は，キャンペーンの効果測定の第一段階の指標とし

て測定されている。本研究では，T1における食事
バランスガイドの認知レベルが低いほど，経時とと

もに認知レベルが低下する対象者が多かった。この

ことから，食事バランスガイドのような健康情報に

ついて「聞いたことがある」という認知の程度では，

経時とともにその認知を忘れてしまう可能性が高

く，食事バランスガイドのような健康情報によって

適切な生活習慣を獲得するためには「内容を知って

いる」という認知レベルが必要であると考えられ

る。とくに，女性の「聞いたことがある」という認

知レベルにおいて，経時変化と世帯収入に有意な関

連が認められ，世帯収入1,000万円以上の者ほど認
知レベルが低下した者は多く，世帯収入500万円未
満の者ほど認知レベルが向上した者が多かった。高

所得の女性は，食事バランスガイドの認知レベルが

低下する可能性が高いため，女性の認知度を維持す

るためには，高所得の女性に対する継続した対策が

必要であると考えられる。

本研究は，食事バランスガイドの普及による健康

増進を推進していく上で，その認知度を縦断的に評

価した点で意義があると思われる。しかし，本研究

は多変量解析に十分なサンプル数が得られなかった

ため，認知レベルの経時変化に関連する要因の検討

は単変量解析にとどまった。また，本研究はイン

ターネット調査という限界点を含んでいる。イン

ターネット調査は，とくに年齢に関して対象者の特

徴が偏っていることなどが指摘されている21)。本研

究は，年齢階層を調整した上で抽出を行っている

が，成人全体の分布と比較して，学歴が高い傾向が

あった。対象者が高学歴である点は，インターネッ

ト調査の特徴として先行研究でも指摘されてい

る22)。また，インターネット調査の主要な問題点と

して，カバレッジ誤差と標本誤差が，従来の調査法

に比べて大きいことが指摘されており，現段階で，

インターネット調査を従来型調査の代用として何の
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留保もなく用いることは不適切だと提言されてい

る22)。一方，本調査の対象者は，A社のモニターか
ら無作為に抽出され，協力頻度が非常に高い回答者

が含まれないように工夫されている。また，定期的

なモニター情報の更新やトラップ調査（モニター情

報との一致度を測る調査）などの不正回答対策も行

われている。しかし，対象母集団との関連性は不明

であるため，本研究の結果を一般化する際には留意

が必要である。

本研究により得られた示唆は，1）肥満や身体活
動の不足といった健康へのリスク要因を有している

集団において，食事バランスガイドの認知は進ん

でいたこと，2）今後の食事バランスガイドの普及
ターゲットとして，低学歴の男性，未婚の女性，高

所得の女性が示されたことである。本研究によっ

て，食事バランスガイドの認知度は対象者の人口統

計学的特徴によって異なっていることが示され，食

事バランスガイドといった健康情報を国民全体に伝

えるためには，対象者の特徴に合わせた伝え方を考

慮する必要がある。健康情報を適切な対象者に効果

的に届ける戦略であるヘルスコミュニケーション技

法18)では，健康情報を対象者に確実に伝えるため

に，有用な伝達手段（チャネル）を選択・使用する

ことが不可欠であるとされている。今後は，食事バ

ランスガイドといった健康情報を国民全体に認知さ

せるために，対象者の特徴に合わせた有用なチャネ

ルを検討していくことが課題である。

本研究は，早稲田大学特定課題研究助成費（課題番号

2007B�235および 2008B�250）および特別研究員奨励費
（21�57091）の補助を受けて実施された。また，本研究
は，早稲田大学スポーツ科学研究科グローバル COEプ
ログラム「アクティヴ・ライフを創出するスポーツ科学」

の研究事業の一環である。

(
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Change of awareness level of the Japanese Food Guide Spinning Top and relation
with sociodemographic and health-related characteristics

Kanae TAKAIZUMI1,2*, Kazuhiro HARADA3*, and Yoshio NAKAMURA4*

Key wordshealth policy, the Japanese Food Guide Spinning Top, nutrition information, awareness,
longitudinal study

Objectives The purpose of this study was to examine the sociodemographic and health-related characteris-
tics of those who are unaware of the Japanese Food Guide Spinning Top (Food Guide).

Methods A longitudinal study was conducted using an Internet-based questionnaire with 1,012 Japanese
adults (40.2±10.0 years, mean±SD) recruited from registrants of a Japanese social research com-
pany. Conducted between November 2007 (T1) and December 2008 (T2), the survey included
items on awareness level (`̀ I know the contents.'' `̀ I have heard of this Guide.'' or `̀ I have not
heard of this Guide.'') of the Food Guide as the dependent variable, and demographics factors
(e.g., age, education status, marital status, household income, and employment status) and health-
related characteristics (obesity, abdominal obesity, and insu�cient physical activity) as the in-
dependent variables. Multivariate logistic regression analysis was used to analyze the relation be-
tween awareness level and each variable. The relation between change of awareness level (T1�T2)
and each variable was analyzed using a chi-square test. All the analyses were strati�ed by gender.

Results In the multivariate logistic regression analysis adjusted for all variables, men with a household in-
come of 5,000,000�10,000,000 yen (OR＝1.78; 95 CI＝1.10�2.88) were positively associated
with awareness level (`̀ I have heard of this Guide.''). In contrast, unmarried women were negative-
ly associated with awareness level in T1 (`̀ I know the contents''; OR＝0.35; 95 CI＝0.17�0.70.
`̀ I have heard of this Guide''; OR＝0.50; 95 CI＝0.27�0.92). In men, the awareness level of the
Food Guide increased from T1 to T2, change of awareness level (T1; `̀ I have not heard of this
Guide'') and education status being related (P＝0.023). In women, the awareness levels overall did
not improve from T1 to T2, but change of awareness level (T1; `̀ I have heard of this Guide'') was
associated with household income (P＜0.001). In both men and women, change of awareness level
was not associated with health-related characteristics.

Conclusion The results of this study suggest that awareness of the Food Guide has increased among those
with health risk factors, such as obesity and low levels of physical activity. The promotion strategy of
the Food Guide might need to target males with low-level education, unmarried women, and women
with a high household income.
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2* Morioka Junior College, Iwate Prefectural University
3* Research Fellow of the Japan Society for the Promotion of Science
4* Faculty of Sports Science, Waseda University


